
鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施要領 

 

第１ 趣 旨 

この要領は、鳥取県まちなか暮らし総合支援補助金交付要綱（平成25年４月１日鳥取県地域振興部長

通知。以下「要綱」という。）第17条の規定に基づき、まちなか暮らし総合支援事業（以下「事業」と

いう。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 目 的 

都市部においても、中心市街地等で少子高齢化が進み、コミュニティの衰退、災害時対応への不安、

空き家の増加、買い物不便等の新たな課題が生じている。 

本事業は、これらの課題に対応するため、市や組織・団体等が行うまちなか暮らしの推進の取り組み

に対して県が補助金を通じて支援することにより、高齢者をはじめとした地域住民が安心して元気に暮

らせるとともに、新たな地域コミュニティの担い手となり得る若者・子育て世帯等にとって魅力ある「ま

ちなか」の再生を図ることを目的とする。 

 

第３ 定 義 

この要領において、用語の定義は、鳥取県まちなか暮らし総合支援補助金交付要綱（以下「要綱」と

いう。）に定めるところによる。 

 

第４ 対象地域 

本事業の対象地域は、要綱第３条で定めるまちなかのうち、コミュニティの維持・存続、災害時対応、

空き家の利活用、買い物支援等に一体的に取り組むことができる生活圏とする。 

 

第５ 事業内容 

１ 本事業に係る補助金の対象事業は以下のとおりとし、その対象経費、交付率、限度額等は、要綱別

表に定めるとおりとする。 

（１）スタートアップ事業 

（２）買い物弱者対策事業 

（３）まちなか居住促進事業 

（４）まちなかコミュニティ活性化事業 

（５）まちなか遊休施設活用事業 

２ 事業実施条件は、別表１の第２欄に定めるとおりとする。 

 

第６ 事業実施主体 

１ 事業実施主体は、要綱別表に掲げる者とする。 

２ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体は対象と

しない。 

 

第７ 事業の実施手続き 

 本事業の実施手続きは、別表１の３及び４に定めるとおりとする。 

 

第８ 事業実施状況報告 

１ 要綱別表中２（２）及び５に係る事業実施主体は、事業実施後３年間の事業実施計画に対する達成

状況について市長へ提出するものとし、当該市長は、受理した報告書の写しを速やかに別表２の第３

欄に掲げる宛先（以下「所長等」という。）に提出するものとする。 



２ １の手続きは、別表１の第５欄に定めるとおりとする。 

 

第９ その他 

この要領に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成３０年６月１５日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和元年７月５日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和５年７月２８日から施行する。 

  



別表１（第５、第７、第８関係） 
 １ スタートアップ事業 ２ 買い物弱者対策

事業 
４ まちなかコミュ
ニティ活性化事
業 

２ 買い物弱者対
事業 

４ まちなかコミュ
ニティ活性化事
業 

３ まちなか居住
促進事業 

２ 買い物弱者対策
事業 

５ まちなか遊休
施設活用事業 

(1)仕組みづくり支
援 

ソフト (3)移動販売車運
営費支援 

ハード 
 

(2)店舗改装・移動販
売車導入等支援 

要綱別表中１ 要綱別表中2(1) 要綱別表中4(1)(2) 要綱別表中２（３） 要綱別表中4(1)(2) 要綱別表中3 要綱別表中2(2) 要綱別表中5 

１ 事業実施主体 組織・団体等で、鳥取
県に活動拠点を有する
者 

組織・団体等で、鳥取県に活動拠点を有する者、市 まちなか居住意
向者、物件提供
者、市 

組織・団体等で、鳥取県に活動拠点
を有する者、市 

２ 事業実施条件 次に掲げるすべての条件を満たすこと。 
ア 事業対象地域の課題解決を地域住民とともに図る取組であること。 
イ 宗教活動、政治活動でないこと。 
ウ 社会通念上の良識に反する行為又は違法な行為を伴う事業でないこと。 
エ 助成対象経費について、国又は県の他の助成金等の交付を受けない事業であること。 

 オ 事業実施に必要な関係法令に規定する許認可等を得ていること、又は得る予定であること。 
カ コミュニティビジネスについては、原則として有償で行われ、かつ継続性のある事業であること。 
キ 新たに起業する場合、助成決定後、当該年度内（３月３１日まで）に創業する事業であること。  

３ 書類の提出先 別表２中第４欄に掲げる提出先 輝く鳥取創造本部中山間・地域振興
局人口減少社会対策課 

４ 
事 
業 
の 
実 
施 
手 
続 
き 

(1)事業実施
計画書の
提出 

 事業実施主体は、当該市長へ事業
実施計画書（様式第１号及び第２号）
を提出するものとする。 
 市長は、提出された事業実施計画書
を適当と認めるときは、事業実施計画
承認申請書（様式第３号）を作成し、事
業実施計画書とともに知事に提出期限
までに提出するものとする。 
 なお、提出期限は人口減少社会対策
課長が別に定める。 

(2)事業実施
計画の承
認 

 知事は、別に定める審査会による審
査を経て、（１）により提出された申請
書の内容が適当と認めるときは、市長
に承認通知（様式第４号）を行うものと
する。 

(3)交付申請  事業実施主体は、交
付申請書（鳥取県補助
金交付規則（以下「規
則」という。）様式第１
号）を作成し、事業計画
書（要綱様式第１号）及
び収支予算書（要綱様
式第２号）とともに所長
等に要綱別表７欄で定
める提出期限までに提
出するものとする。 

市長は、交付申請書（規則様式第１号）を作成し、事業計画書（要綱様式第１号）及び収支予算書
（要綱様式第２号）とともに所長等に要綱別表７欄で定める提出期限までに提出するものとする。 

 市長は、交付申請書（規則様式第１
号）を作成し、事業計画書（要綱様式
第１号）及び収支予算書（要綱様式第
２号）とともに知事に要綱別表７欄で定
める提出期限までに提出するものと
する。 

 要綱別表中２（１）又は４（１）（２）（ソフ
ト事業に限る）について、事業実施主
体は、交付申請書（規則様式第１号）
を作成し、事業計画書（要綱様式第１
号）及び収支予算書（要綱様式第２
号）とともに、所長等に要綱別表７欄で
定める提出期限までに提出することが
できる。 
※要綱様式第１号により、市長の意見
書の添付が必要であることに留意
すること。 

 

(4)交付決定  当該所長等は、（３）に
より提出された申請書
の内容が適当と認める
ときは、規則第６条及び
要綱第６条の規定によ
り、事業実施主体に交
付決定通知（要綱様式
第３号）を行うものとす
る。 

 当該所長等は、（３）により市長から提出された申請書の内容が適当と認めるときは、規則第６条
及び要綱第６条の規定により、市長に交付決定通知（要綱様式第３号）を行うものとする。 

 知事は、（３）により提出された申請
書の内容が適当と認めるときは、規則
第６条及び要綱第６条の規定により、
市長に交付決定通知（要綱様式第３
号）を行うものとする。 

 当該所長等は、（３）により事業実施
主体から提出された申請書の内容が
適当と認めるときは、規則第６条及び
要綱第６条の規定により、事業実施主
体に交付決定通知（要綱様式第３号）
を行うものとする。 
 この場合において、所長等は市長
にその結果を通知するものとする。 

 

(5)実績報告  事業実施主体は、実
績報告書（規則様式第
５号）を作成し、事業報
告書（要綱様式第１号）
及び収支決算書（要綱
様式第２号）とともに所
長等に要綱第１１条第１
項に定める提出期限ま
でに提出するものとす
る。 

市長は、実績報告書（規則様式第５号）を作成し、事業報告書（要綱様式第１号）及び収支決算書
（要綱様式第２号）とともに所長等に要綱第１１条第１項に定める提出期限までに提出するものと
する。 

 市長は、実績報告書（規則様式第５
号）を作成し、事業報告書（要綱様式
第１号）及び収支決算書（要綱様式第
２号）とともに知事に要綱第１１条第１
項に定める提出期限までに提出する
ものとする。 

（３）により事業実施主体から所長等に
提出された申請に係る事業について、
事業実施主体は、実績報告書（規則様
式第５号）を作成し、事業報告書（要綱
様式第１号）及び収支決算書（要綱様式
第２号）とともに所長等に要綱第１１条第
１項に定める提出期限までに提出する
ものとする。 

 

(6)額の確定  当該所長等は、（５）に
より事業実施主体から
提出された実績報告書
の内容が適当と認める
ときは、規則第１８条の
規定により、事業実施
主体に額の確定通知を
行うものとする。 

当該所長等は、（５）により市長から提出された実績報告書の内容が適当と認めるときは、規則第
１８条の規定により、市長に額の確定通知を行うものとする。 

 知事は、（５）により市長から提出さ
れた実績報告書の内容が適当と認め
るときは、規則第１８条の規定により、
市長に額の確定通知を行うものとす
る。 

 当該所長等は、（５）により事業実施
主体から提出された実績報告書の内
容が適当と認めるときは、規則第１８条
の規定により、事業実施主体に額の
確定通知を行うものとする。 
 この場合において、所長等は市長
にその結果を通知するものとする。 

 

５ 事業実施状況 
報告 

  事業実施主体は、事業実施後３年
間の事業実施計画に対する達成状況
について、当該市長へ様式第５号又
は様式第６号により翌年６月３０日まで
に提出するものとする。 
 報告を受けた市長は、受理した報告
書の写しを速やかに別表２の第３欄に
掲げる宛先に提出するものとする。 

 

別表２（第７関係） 
１ 地区 ２ 該当市 ３ 宛先 ４ 提出先 

東部 鳥取市 鳥取県東部地域振興事務所長 東部振興課 

中部 倉吉市 鳥取県中部総合事務所長 県民福祉局 

西部 米子市、境港市 鳥取県西部総合事務所長 県民福祉局 



様式第１号（第７関係） 

 

  年度鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施計画書 

 

１ 事業実施主体の概要 

事業実施主体名  

代 表 者 氏 名  

所在地（連絡先）  

組 織 の 概 況 

 
 

 

（注）これから立ち上げる場合、予定を記入すること。 

 

２ 事業実施計画の概要 

事 業 の 名 称  

事 業 区 分 
※別表「１ 事業区分」の中から選択し記載すること。 

 

事 業 期 間   年  月  日 ～     年  月  日 

事業対象地域 

          地域 

・高齢化率：□ ３０％以上（具体的に  ． ％）  

□ ３０％未満 

・その他、地域を表す指標（人口減少率等、適宜追加） 

 （指標）     （値）     （時点）            

 （指標）     （値）     （時点）            

 （指標）     （値）     （時点）            

事業目的（効果） 

※本事業で解決しようとする地域の課題や住民ニーズ、本事業の効果等を記載すること。 

 
 

 

事 業 内 容 

※実施予定日、対象者、参加（予定）人数、開催場所、事業概要等を記載すること。なお、工事請負費
又は委託料が伴うものについて、止むを得ない事情で県内事業者への発注が困難である場合は、その
理由を記載すること。 

 
 
 

 

実 施 体 制 

※市や地域の理解を踏まえ、十分な体制のもと、取組を主体的に行い計画を実現できることが分かるよ
うに記載すること。 

 
 

 

県の他の補助金・

交付金の活用 

□ 活用しません 

※活用される場合、第４条第５項の規定により本補助金の交付は受けられません。 

特 記 事 項 

※補助事業の内容が建設工事で補助対象となる建物に対し、過去に補助金を活用して整備した実績があ
る場合は、当時の整備内容を記載すること。また、今後、当該建物（設備、備品を含む）に他の補助
金を活用した別の整備計画の予定がある場合は、その内容を記載すること。 

 
 

 

 

 



３ 事業費及び算出根拠                           （単位：千円） 

科 目 事業費 積 算 
財 源 内 訳 

本補助金 市 費 その他 

 

 

  

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

   

合 計      

（注）積算については、できるだけ具体的に記入すること。 

 

４ 添付書類 

（１）事業実施主体の概要が分かる資料 

（団体の規約、役員及び構成メンバーの所属、氏名、活動内容等） 

（２）事業実施計画の概要が分かる図面、見積書、契約書、パンフレット等 

 

 



様式第２号（第７関係） 

 

  年度鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施計画書（補足資料） 

 

１ 事業実施計画の概要 

(1)社会貢献性・

事業の必要性 

※記入のポイント（以下（２）～（５）についても同様、できるだけポイントを含

めた記入をお願いします。） 

□ どのような地域課題の解決につながるのか 他 

 

 

 

 

 

(2)事業開始の

実現性 

 

□ 資金調達（自己資金の確保等） 

□ 必要な人材の確保 

□ 地域の要望 

□ 事業実施に向けたスケジュール 他 

 

 

 

 

 

(3)事業の今後

の継続性 

□ 収支計画の概要（経営又は運営安定年の収入、支出等） 

□ 顧客又は利用者数の確保はどのように図っていくのか 他 

 

 

 

 

 

(4)地域経済へ

の貢献度等 

 

□ 地域の雇用促進、地域産物等の活用内容があれば記入 

□ 見守り活動など事業による直接効果以外の社会貢献があれば記入 

□ 既存のサービス提供手法と比較してアピールする点 他 

 

 

 

 

 

(5)参入の形態 

 

該当に○を記入 

ア 新規参入 

イ 既存事業者の規模拡大 

ウ （移動販売事業に限る）既存事業の継続のための車両の更新 

 

 

 

 

 

 

２ 添付書類 

（１）当該事業に係る収支計画書（事業終了後３年間までの見通し） 

（２）移動販売の場合は販売ルート、取扱品目のわかる資料 

  



様式第３号（第７関係）                            番     号 

年  月  日 

 

 

職  氏  名  様 

 

 

申請者 住 所 

氏 名                  印  

 

 

  年度鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施計画承認申請書 

 

鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施計画の承認を受けたいので、鳥取県まちなか暮らし総合支援

事業実施要領（平成２５年４月１日付第２０１３００００３３３４号鳥取県地域振興部長通知）第７の

規定により、別添のとおり事業実施計画書を提出します。 

 

記 

 

事 業 の 名 称  

算 定 基 準 額 

（ 見 込 み ） 
 

交付申請予定額  

添 付 書 類 事業実施計画書（様式第１号及び第２号による） 

市の支援内容 

※事業の遂行支援、事業者のＰＲ支援、事業者と地元との調整支援等補助金交付以外の支援（予定）
があれば記入。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 部  署  

担 職 ・氏名  

当 
電 話 ／ 

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 
 

 電子メール  

 



様式第４号（第７関係）                            番     号 

年  月  日 

 

 

           様 

 

 

職  氏   名            印  

 

 

  年度鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施計画承認通知書 

 

  年  月  日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった  年度鳥取県まちな

か暮らし総合支援事業実施計画書（以下「事業計画書」という。）については、鳥取県まちなか暮らし総

合支援事業実施要領（平成２５年４月１日付第２０１３００００３３３４号鳥取県地域振興部長通知）

第７の規定に基づき承認したので通知します。 

なお、  年度鳥取県まちなか暮らし総合支援事業補助金の交付を希望する場合は、鳥取県補助金等

交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）及び鳥取県まちなか暮らし総合支援

事業補助金交付要綱の規定を承知の上、規則第５条の申請書を提出してください。 

 

 



様式第５号（第８関係） 

  年度鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施状況報告書 

（空き店舗を活用した小売、移動販売車導入等支援） 

１ 事業実施主体の概要 

事業実施主体名  

代 表 者 氏 名  

所在地（連絡先）  

 

２ 事業計画の概要 

事 業 の 名 称  

事 業 内 容  

事業対象地域            地域 

事 業 期 間      年  月  日 ～     年  月  日 

 

３ 事業計画に掲げた目標に対する達成状況            （単位：千円） 

達成状況    年度（１年目）    年度（２年目）    年度（３年目） 

計画販売額（Ａ）    

実績販売額（Ｂ） 

（計画達成率Ｂ／Ａ％） 

 

（    ％） 

 

（    ％） 

 

（    ％） 

 

４ 販売実績 

   年度（１年目）   年度（２年目）    年度（３年目） 

販売拠点数 拠点 拠点 拠点 

延客数 人 人 人 

販売品目数 品目 品目 品目 

収支決算 ※１（単位：千円） 
■収入 
【営業収入】 
売上高（Ｂと同額） 

【営業外収入】 
 補助金収入（補助事業名を記載） 
【特別収入】 
その他収入 

収支合計（Ｃ） 
■支出 ※２ 
仕入原価 
人件費 
販売費（資材等） 
運営費 
（燃料費） 
（修理費） 
（車検料） 
（備品購入費） 
（その他経費） 

支出合計（Ｄ） 
■差引（Ｃ－Ｄ） 

   

 ※１ 収入、支出項目については、適宜変更・追加してください。 

 ※２ 支出に補助金の対象経費が含まれている場合は、補助対象経費と補助対象外経費を分けて記載

してください。 



 

５ 今後の課題及び対応策 

今 後 の 課 題  

課題に対する対応策  

 

  



様式第６号（第８関係） 

 

  年度鳥取県まちなか暮らし総合支援事業実施状況報告書 

（まちなか遊休施設活用事業） 

 

１ 事業実施主体の概要 

事業実施主体名  

代 表 者 氏 名  

所在地（連絡先）  

 

２ 事業計画の概要 

事 業 の 名 称  

事 業 内 容  

事業対象地域            地域 

事 業 期 間   年  月  日 ～     年  月  日 

 

３ 施設利用実績 

利 用 実 績    年度（１年目）    年度（２年目）    年度（３年目） 

延 利 用 者 数    

収支決算（単位：千円） 
■収入 
利用料 
補助金 
その他 
収入合計（Ｃ） 

■支出 
人件費 
光熱水費 
賃料 
   等 
支出合計（Ｄ） 

■差引（Ｃ－Ｄ） 

   

（注）収入、支出項目については適宜変更・追加してください。 

 

４ 今後の課題及び対応策 

今 後 の 課 題  

課題に対する対応策  

 


